
1 

 

参考資料２ 

「女性活躍・男女共同参画の重点方針 2023（女性版骨太の方針 2023）」抜粋 

（令和５年６月 13日すべての女性が輝く社会づくり本部・男女共同参画推進本部決定） 

 

Ⅲ 女性が尊厳と誇りを持って生きられる社会の実現 

女性が尊厳と誇りを持って生きられる社会を実現するため、配偶者等からの暴力や性犯

罪・性暴力など、あらゆる暴力の根絶に向けて、被害の深刻化や多様化が懸念される中、

更なる具体策を講じていく。あわせて、ハラスメント対策や困難な問題を抱える女性への

支援を着実に進めるとともに、リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（性と生殖に関する健

康と権利）やヘルスリテラシ―の重要性を踏まえ、生涯にわたる健康への支援を強化して

いく。また、政策決定過程のあらゆる段階において女性の参画が確保され、ジェンダーの

視点が反映されるよう、従来よりも一歩踏み込んだ取組を進める。さらに、平和・安全保

障の分野における女性の参画を推進する。このほか、独立行政法人国立女性教育会館（Ｎ

ＷＥＣ）及び男女共同参画センターの機能強化による地域のニーズに応じた取組を推進す

る1。 

 

（１）配偶者等からの暴力への対策の強化 

①配偶者暴力防止法改正法の円滑な施行に向けた環境整備 

最近における配偶者からの暴力等の実情に鑑み、保護命令制度の拡充等の措置を講ずる

こと等を内容とする「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律の一部を

改正する法律」（令和５年法律第 30号。以下「配偶者暴力防止法改正法」という。）が第 211

回国会において成立した。令和６年４月の配偶者暴力防止法改正法の円滑な施行を図るた

め、令和５年夏を目途に国が定める基本方針の改定や下位法令の整備を行うとともに、施

行に向けて配偶者暴力防止法改正法の周知広報や相談員等の関係者を対象とする研修を実

施する。【内閣府、関係府省】 

 

②配偶者暴力対策の着実な推進 

ア 配偶者暴力の防止に関する啓発と相談窓口の周知 

  配偶者からの暴力を容認しない社会の実現に向けて、配偶者暴力防止法改正法により

講じられる措置の内容等に関する周知広報に加え、配偶者からの暴力が身近にある重大

な人権侵害であって、許されない行為であることや、身体に対する暴力に限らず、精神

的な暴力によっても重大な被害が生じ得ること等について、ホームページやＳＮＳ等を

通じた更なる広報啓発に取り組むとともに、被害者がためらうことなく相談することが

できるよう、配偶者暴力相談支援センター等の相談窓口について一層の周知を図る。【内

閣府】 

イ 被害者支援の一層の充実 

  配偶者暴力の被害者の支援について、各地域において中核的な役割を担う都道府県に

よる取組に加え、被害者にとって最も身近な行政主体である市町村において、地域の実

情に応じて配偶者暴力相談支援センターの設置の促進等の一層の取組が行われるよう、

その設置及び運営上での課題や対応等に係る情報提供等を行う。【内閣府】 

 
1 具体的な施策は、「Ⅱ（５）①独立行政法人国立女性教育会館（ＮＷＥＣ）及び男女共同参画センターの機能強化」を

参照。 
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  配偶者暴力相談支援センターについて、地域の実情に応じた人的体制の整備を支援す

る観点から、相談員等への専門人材の配置の状況、勤務形態、処遇等に係る現状等を把

握し、それらの状況等も踏まえ、適切な処遇に係る周知等の必要な措置を講ずる。【内閣

府、厚生労働省】 

  官民連携の下で民間シェルター等が行う先進的な取組について、都道府県等に対する

交付金によって支援を行い、各地域の行政と民間シェルター等とが連携した被害者支援

の充実を図る。【内閣府】 

多様な相談ニーズに対応するため、令和５年度においても、内閣府が令和２年度に開

設した相談窓口の「ＤＶ相談プラス」を継続し、24 時間の電話相談に加え、ＳＮＳ・メ

ールでの相談等を受け付けるとともに、必要な場合には、関係機関への同行支援や宿泊

支援等の支援に対応する。また、配偶者暴力相談支援センターの相談員等に助言や情報

提供等を行う「ヘルプデスク」を引き続き運用し、地域における相談対応等を支援する。

【内閣府】 

  男性、外国人、障害者等を含む多様な被害者への対応について、被害の潜在化を防ぐ

観点から、都道府県等の取組事例等に係る情報収集・提供等を行うことにより、各地域

における被害者支援の向上を図る。【内閣府】 

  警察においては、相談や通報等を受けた配偶者暴力事案について、配偶者暴力防止法

改正法の趣旨を踏まえつつ、事案に応じた適切な対応を行う。【警察庁】 

  配偶者暴力の被害者の保護を適切に行う観点から、住民票の写しの交付制限等の支援

措置について実情を把握した上で、その在り方の検討を行う。【内閣府、警察庁、総務省】 

  配偶者暴力と児童虐待は、同一家庭内で同時に発生している事例が多いことを踏まえ、

配偶者暴力相談支援センターの要保護児童対策地域協議会への参加を引き続き促すとと

もに、配偶者暴力防止法改正法による多機関の連携や地域における法定協議会の設置に

より、被害者支援の現場等における緊密な連携を推進する。また、配偶者暴力の被害者

に対する相談・支援に従事する官民の関係者を対象としたオンライン研修において、児

童虐待に関連した項目を研修項目とするとともに、児童相談所職員等、児童虐待対応の

関係部署の職員も研修対象者とする。【内閣府、こども家庭庁、関係府省】 

  配偶者暴力の被害者の居場所を秘匿しつつ婚姻費用・養育費や子の養育権の整理等に

係る交渉を進めるための仕組みについて、課題等を整理しつつ、引き続き実施に取り組

む。【内閣府】 

  離婚後の子の養育をめぐる諸問題について、子の最善の利益や安全・安心の確保を前

提に、中間試案に対するパブリックコメントの結果も踏まえ、法制審議会家族法制部会

において、離婚及びこれに関連する制度に関する規定等の見直しについて速やかに結論

を得るべく更に調査審議を行う。【法務省】 

  また、子の最善の利益や安全・安心の確保を前提に、事前相談、支援内容の決定、親

子交流援助等を適切に実施できる支援員の配置等により自治体における親子交流の実施

を支援する。【こども家庭庁、関係府省】 

  被害者支援の一環として、加害者に働きかけることで加害者に自らの暴力の責任を自

覚させる加害者プログラムについて、令和４年度までの試行によって得られた知見に基

づき、地方公共団体が実施する上での留意事項を取りまとめた。これを踏まえ、地方公

共団体の担当者や民間団体の関係者等に対し、加害者プログラムに関する理解の促進を
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図り、各地域における実施を推進する。【内閣府】 

 

③非同棲交際相手からの暴力（いわゆるデートＤＶ）に関する予防啓発 

非同棲交際相手からの暴力（いわゆるデートＤＶ）は、重大な人権侵害であり、許され

ない行為であること、また、暴行、傷害、監禁、強要等の犯罪に該当し得るほか、ストー

カー事案として相談支援の対象となり得ることを踏まえ、若年層に対する教育及び広報啓

発を推進する。【内閣府、警察庁、文部科学省】 

 

④ストーカー対策の強化 

令和４年７月に改訂されたストーカー総合対策を踏まえ、被害者等からの相談体制の充

実、一時避難所を確保するために必要な連携体制整備等の推進を図る。また、個々の加害

者の問題性を踏まえ、関係機関等が適切に連携し、様々な段階で加害者に対して更生のた

めの働きかけを行う。【内閣府、警察庁、法務省、文部科学省、厚生労働省、関係府省】 

 

（２）性犯罪・性暴力対策の強化 

性犯罪・性暴力は、被害者の尊厳を踏みにじる行為であり、決して許されないものであ

る。「性犯罪・性暴力対策の更なる強化の方針」（令和５年３月 30 日性犯罪・性暴力対策強

化のための関係府省会議決定）において、令和５年度から７年度までの３年間を「更なる

集中強化期間」としたところであり、以下において具体化する取組等を含め、同方針に基

づく施策を着実に実行し、「相手の同意のない性的な行為は性暴力」であること等の認識を

社会全体で共有し、性犯罪・性暴力の根絶のための取組や被害者支援を強化していく。特

に、こどもへの性犯罪・性暴力は断じて許されるものではなく、「子供の性被害防止プラン

（児童の性的搾取等に係る対策の基本方針）2022」（令和４年５月 20 日犯罪対策閣僚会議

決定）に基づき、こどもへの性被害の防止に係る取組を総合的に推進する。 

 

①刑事法の改正に係る対応及び刑事手続の適切な運用 

性犯罪に対処するための刑事法の整備については、「刑法及び刑事訴訟法の一部を改正す

る法律案」及び「性的な姿態を撮影する行為等の処罰及び押収物に記録された性的な姿態

の影像に係る電磁的記録の消去等に関する法律案」についての国会審議の状況等を踏まえ、

適切に対応する。【法務省、関係府省】 

 

②性犯罪者に対する再犯防止施策の更なる充実 

刑事施設及び保護観察所における性犯罪者に対するプログラムについて、引き続き、指

導者育成を進めるなどして、プログラムの充実を図る。地方公共団体等が活用可能な性犯

罪者に対する再犯防止プログラムを開発・提供したところ、その活用が図られるよう地方

公共団体等への支援を行う。 

また、海外において導入されているＧＰＳ等により位置情報を取得・把握する運用や性

犯罪対象者の自発的意思によって支援を受けることのできる社会内サポート体制も参考に

しつつ、性犯罪者等の処遇の充実方策について検討する。【法務省】 

 

③わいせつ行為を行った教員等の厳正な処分と再発防止と予防 
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児童、生徒等への性暴力を行った教員については、「教育職員等による児童生徒性暴力等

の防止等に関する法律」（令和３年法律第 57 号）及び同法に基づく基本指針等による取組

を進め、性犯罪・性暴力等の防止に向けた取組を一層徹底する。【文部科学省】 

保育士については、令和４年６月に改正された児童福祉法に基づき、わいせつ行為を行

った保育士に対する管理の厳格化を行う。また、わいせつ行為により保育士の登録を取り

消された者の情報が登録されたデータベースを整備するなど、わいせつ行為を行った保育

士の情報を保育士を雇用する者等が把握できる仕組みについて整備する。【こども家庭庁】 

教育・保育施設等やこどもが活動する場（放課後児童クラブ、学習塾、スポーツクラブ、

部活動など）等において働く際に性犯罪歴等についての証明を求める仕組み（日本版ＤＢ

Ｓ）の導入に向けた検討を加速し、こどもを性暴力等から守る環境整備を進める。【こども

家庭庁】 

加えて、教職課程を置く大学に対し、教職課程における科目等はもとより、教職課程内

外の活動等を通じて、性暴力等防止等の重要性に関し学生の理解を十分に深める取組を促

進するよう周知する。また、教育委員会と教育職員の養成課程を有する大学等の連携の在

り方等に関する調査研究や全国の事例の収集・発信を行う。【文部科学省】 

さらに、患者に対する性暴力等を行った医師に対する行政処分の在り方について、刑事

罰に処せられなかった場合であったとしても、的確な事実認定を行うため、その方法も含

め、運用の見直しについて検討する。【厚生労働省】 

 

④被害申告・相談をしやすい環境の整備 

ア 被害届の即時受理の徹底、捜査段階における二次被害の防止 

性犯罪に関して被害の届出の即時受理を徹底するとともに、各都道府県警察の性犯罪

捜査を担当する係への女性警察官の配置を引き続き推進し、被害者の希望する性別の警

察官が対応することにより、捜査段階における被害者の精神的負担の緩和に努める。ま

た、被害者の心情やプライバシーに十分配意した対応を取ることができるよう、性犯罪

指定捜査員を指定するとともに、警察官等を対象とした実効性のある研修を実施する。

【警察庁】 

イ 証拠採取・保管体制の整備 

当初は警察への届出を躊躇(ちゅうちょ)した被害者が、後日警察への届出意思を有す

るに至った場合に備え、全ての都道府県において、警察、ワンストップ支援センター、医

療機関が連携し、被害者の希望に応じ、証拠の採取・保管を行うことができる体制の整備

を進める。【内閣府、警察庁、厚生労働省】 

ウ 警察における相談窓口の周知や支援の充実 

各都道府県警察の性犯罪被害相談電話につながる全国共通番号「＃８１０３（ハート

さん）」について、引き続き、「女性に対する暴力をなくす運動」等を通じ、更なる周知を

図る。【内閣府、警察庁】 

また、性犯罪被害者の緊急避妊等に要する経費や、性犯罪被害者を含む犯罪被害者が

自ら選んだ精神科医、臨床心理士等を受診した際の診療料又はカウンセリング料につい

て、できる限り全国的に同水準の公費負担の支援がなされるよう、都道府県警察に対し

必要な指導を行う。【警察庁】 

エ 被害者がワンストップ支援センター等につながるための取組 
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性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センター（以下「ワンストップ支援セ

ンター」という。）は、被害直後からの医療的支援、法的支援、相談を通じた心理的支援

などを総合的に行うことができる機関であり、性暴力の被害者が速やかにつながること

が重要であることを広く周知する。【内閣府、警察庁、文部科学省、厚生労働省、関係府

省】 

また、こども、若年層、障害者、男性、外国人を含む多様な相談者が利用しやすいよう、

ワンストップ支援センターにおけるメール相談、ＳＮＳ相談、オンライン面談、手話、外

国語通訳の活用等の取組を性犯罪・性暴力被害者のための交付金により推進するととも

に、性暴力被害者のためのＳＮＳ相談事業の継続的な実施の在り方を検討する。【内閣府】 

 

⑤切れ目のない手厚い被害者支援の確立 

ア ワンストップ支援センターを中核とする被害者支援の充実 

  ワンストップ支援センターが、個々の被害者の置かれた状況に対応して、医療的支援、

法的支援、相談支援、同行支援、自立支援等を総合的に提供し、また、必要に応じて専

門機関等による支援につなぐことができるよう、ワンストップ支援センターと、警察、

病院（医師、看護師等）、法テラス、弁護士、女性相談支援センター（旧婦人相談所）、女

性自立支援施設（旧婦人保護施設）、児童相談所、教育委員会等の地域における関係機関

との連携の強化を図れるよう地域におけるネットワーク作りを加速する。【内閣府、警察

庁、こども家庭庁、法務省、文部科学省、厚生労働省】 

イ 相談員の支援能力・専門性の向上と処遇改善等 

性犯罪・性暴力被害者のための交付金の活用により、ワンストップ支援センターの運

営の安定化を図るとともに、相談員等について常勤化を図る等、適切な処遇により職業

として確立できるよう支援する。 

また、全国のワンストップ支援センターにおける相談支援の水準の向上等に資するた

め、令和４年度に実施した支援状況に関する調査の結果等も踏まえ、支援員の役割や専

門的知見への地域における評価の確立を図る取組等を含め、国内外の先進事例等も踏ま

えつつ必要な施策を検討し、実施する。 

ワンストップ支援センターにおける相談員や関係機関の対応能力の向上のため、相談

員、センター長・コーディネーター、行政職員、医療関係者等が支援に必要な基本的知識

から新たな課題までを包括的に学習できるようオンライン研修教材の作成や提供方法の

一層の充実を図る。さらに、ワンストップ支援センターと警察を含む関係機関の連携強

化のため、合同の研修や講師の相互派遣等の取組を推進する。【内閣府、警察庁、関係府

省】 

ウ 医療的支援の充実と専門人材の育成 

性犯罪・性暴力被害者に対する医療的支援の更なる充実のため、各地域において、病院

へのワンストップ支援センターの設置、中核的病院を始めとした医療機関等との提携等

の推進を図る。特に、中長期的な関係の構築を見据えて公立病院や公的病院へのワンス

トップ支援センター設置や提携を含め、関係強化を図る。【内閣府、厚生労働省】 

地域において性暴力被害者の支援を行う医療関係者等の専門家を育成するためのＯＪ

Ｔを含む実技研修等を実施する。また、必要な治療を行える医師等の専門職の育成を促

進するとともに、適切な処遇について検討を行う。あわせて、法医学的な支援も含めた性
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犯罪・性暴力被害者のための診療、支援の在り方について必要となる事項を整理し、性暴

力被害に対応できる診療科毎の医療機関リストの作成について、検討を進める。【内閣府、

厚生労働省】 

 

⑥生命（いのち）の安全教育の全国展開の推進 

生命（いのち）を大切にし、こどもたちを性暴力の加害者、被害者、傍観者にさせない

ため、「生命（いのち）の安全教育」を推進する。発達段階に応じ、就学前の教育・保育を

含め、学校等において「生命（いのち）の安全教育」が実施されるよう、これまで構築し

た多種多様な指導モデルも活用しながら、自治体における普及展開に関する取組を支援す

ることで、全国展開を加速化する。【文部科学省】 

 

⑦学校等で相談を受ける体制の強化 

教育相談体制の強化のためスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの配置

を引き続き促進するとともに、オンラインカウンセリングなどの支援を行う活用拠点を設

置する。性犯罪・性暴力の被害に遭った児童生徒等からの相談に適切に対応することがで

きるよう、教育委員会等に対し性被害を含む相談対応に関する周知を図る。【文部科学省】 

 

⑧ＡＶ出演被害の防止及び被害者の救済 

ＡＶ出演被害について、ＡＶ出演被害防止・救済法（令和４年法律第 78号）による出演

被害の防止及び被害者の救済が適切に図られるよう、同法の趣旨や、出演契約の特則等の

周知を進めるとともに、相談窓口であるワンストップ支援センターにおける被害者への相

談支援の充実、ＳＮＳの活用等による広報啓発の継続的な実施、厳正な取締りの推進等に

努める。また、ＡＶ出演被害防止・救済法の施行後における被害等の状況について適切に

把握する。さらに、関係機関等の協力を得て、差止請求や拡散防止に係る措置に関する支

援の充実に取り組む。【内閣府、警察庁、法務省、関係府省】 

 

⑨インターネット上の性的な暴力等の根絶に向けた取組 

サイバーパトロールやインターネット・ホットラインセンター、匿名通報事業等に寄せ

られた通報を通じて児童ポルノ画像等の違法情報等の把握に努め、把握した違法情報等に

ついては、警察又はインターネット・ホットラインセンターからサイト管理者等に対して

削除依頼を実施する。【警察庁】 

ＳＮＳに起因する事犯を防止するため、こどもの性被害等につながるおそれのある不適

切な書き込みをサイバーパトロールにより発見し、注意喚起・警告のためのメッセージを

投稿する取組を引き続き推進する。また、本取組に際しては、ＡＩ技術の活用やボランテ

ィアとの連携等、より効果的な手法の導入を検討する。【警察庁】 

被害者にも加害者にもならないようにするという観点から、関係機関・団体等と連携し

て、インターネットの安全・安心な利用のための広報啓発を行うとともに、ＩＣＴリテラ

シーやメディア・リテラシーの向上のための取組を推進する。特に、自画撮り被害（だま

されたり、脅かされたりして若年層・児童生徒等が自分の裸体等を撮影し、メール等で送

らされる形態の被害をいう。）を防止するため若年層、児童生徒等や保護者に対する教育・

啓発等の対策を総合的に推進する。【内閣府、警察庁、こども家庭庁、総務省、文部科学省、
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経済産業省】 

競技大会におけるアスリートや児童生徒等に対する盗撮や盗撮された性的意図を持った

写真や動画の拡散等に関する問題について、日本オリンピック委員会等関係団体と連携し、

必要な対策を講じる。【警察庁、法務省、文部科学省】 

 

⑩「痴漢撲滅に向けた政策パッケージ」に基づく施策の着実な実行 

「痴漢撲滅に向けた政策パッケージ」（令和５年３月 30 日関係府省取りまとめ）におい

て取りまとめた施策について、痴漢は重大な性犯罪であるという認識の下、関係府省が一

体となって確実に実行する。【内閣府、警察庁、法務省、文部科学省、国土交通省】 

 

⑪社会全体への啓発 

 「若年層の性暴力被害予防月間」（毎年４月）や「女性に対する暴力をなくす運動」（毎

年 11月 12日から 25日）等を通じて、地方公共団体、学校、関係機関等との連携の下で徹

底した広報活動を展開し、啓発を強化する。また、社会の幅広い組織・団体等の協力を得

て、性犯罪・性暴力が個人の尊厳を著しく踏みにじる許されない行為であること等につい

て各界各層を対象に啓発を強化するとともに、特に身近な者からの被害が潜在化・深刻化

しやすいこどもを始め、年齢・性別を問わず、多様な被害者がためらうことなく被害を訴

え、相談し、適切な支援を受けることができるよう、相談先等の周知を徹底する。【内閣府、

警察庁、こども家庭庁、文部科学省、厚生労働省、関係府省】 

 

⑫性犯罪・性暴力被害者や支援者等に対する誹謗中傷の防止 

 性犯罪・性暴力の被害者や支援者等に対して、インターネット上等での誹謗中傷が行わ

れることにより、その尊厳が損なわれたり、活動への支障等により性犯罪・性暴力の根絶

に向けた歩みが妨げられるようなことはあってはならない。国際社会とも歩調を合わせつ

つ、あらゆる機会を通じて、こうした姿勢を発信すること等により、性犯罪・性暴力被害

者や支援者等への誹謗中傷行為を許さない社会規範の形成に努め、その防止を図る。また、

刑罰法令に触れる行為が認められる場合には、個々の事案の具体的な事実関係に即して、

法と証拠に基づき厳正に対処する。【内閣府、警察庁、総務省、法務省、厚生労働省、関係

府省】 

 

（３）ハラスメント防止対策 

①職場におけるハラスメントの防止と相談窓口の周知 

職場におけるハラスメントを防止するため、パンフレット等の作成・配布等により、テ

レワークやオンラインの場合も含め、ハラスメントを行ってはならない旨の周知を行うほ

か、中小企業を含む企業の経営者や人事労務担当者等を対象とする研修動画の配信や、12

月の「ハラスメント撲滅月間」に集中的な広報・啓発を行う。 

男女雇用機会均等法等及びこれに基づく指針について、事業主が講ずべき措置の内容だ

けでなく、就職活動中の学生等への対応も含めた望ましい取組の内容を周知するとともに、

非正規雇用労働者も含めて活用可能な外部相談窓口についての周知を徹底する。【厚生労働

省】 
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②就職活動中の学生に対するハラスメントの防止と適切な対応 

就職活動中の学生に対するセクシュアルハラスメントや教職員が学生に対して行うハラ

スメント等の防止のため、大学等の関係者が集まる各種会議等において、各大学における

取組の好事例の発信や、相談窓口の周知等を一層強化する。【文部科学省、厚生労働省】 

 

③高等教育機関におけるセクシュアルハラスメントを含む性暴力等及びその他のハラスメ

ントの防止に向けた取組の推進 

各大学及び高等専門学校等の高等教育機関におけるセクシュアルハラスメントを含む性

暴力等及びその他のハラスメントについて、「セクシュアルハラスメントを含む性暴力等の

防止に向けた取組の推進について（通知）」（４文科高第 1246号令和４年 11月 22日文部科

学省高等教育局長通知）を踏まえた取組を推進する。【文部科学省】 

 

（４）困難な問題を抱える女性への支援 

 「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」（令和４年法律第 52 号）の令和６年

４月の円滑な施行に向けて、女性相談支援センター（旧婦人相談所）や女性自立支援施設

（旧婦人保護施設）の機能強化など各都道府県での支援体制の計画的な整備、常勤化や市

町村への配置の促進などを含む女性相談支援員（旧婦人相談員）の人材の確保・養成・処

遇改善の推進、困難な問題を抱える女性への支援に取り組む民間団体の掘り起こしや事業

継続等への支援、民間団体との協働の促進などを図る。【厚生労働省】 

 

（５）生涯にわたる健康への支援 

①生理の貧困への対応 

経済的な理由等により生理用品を購入できない女性がいるという「生理の貧困」は、女

性の健康や尊厳に関わる重要な課題である。生理用品を必要とする女性が、必要な情報に

基づきアクセスできるよう、地域女性活躍推進交付金による相談支援の一環として生理用

品を提供した事例や各地方公共団体による独自の取組について調査をし、公表する。【内閣

府】 

 

②事業主健診の充実等による女性の就業継続等の支援 

女性の就業率が上昇する中、仕事と女性の健康課題等（月経関連症状、医学的に妊娠・

出産に適した年齢など妊娠・出産に関すること、更年期症状等）との両立が課題となって

いる。 

働く女性の月経、妊娠・出産、更年期等、女性特有のライフイベントに起因する望まな

い離職等を防ぎ、女性が活躍し、健やかで充実した毎日を送り、安心して安全に働けるよ

う、事業主健診（労働安全衛生法に基づく一般定期健康診断）に係る問診に、月経困難症、

更年期症状等の女性の健康に関連する項目を追加するとともに、産業保健体制の充実を図

る。フェムテックを利活用し、企業、医療機関、自治体等が連携して行う実証事業への支

援を引き続き行うとともに、その全事業について共通指標による効果測定を実施し、心身

の不調による低パフォーマンス状態の改善や、キャリアへの影響等を分析し公表する。加

えて、生理休暇の名称の在り方を含め、生理休暇制度の普及促進のための方策について検

討するとともに、更年期症状による体調不良時等に対応する休暇制度の導入状況に関する



9 

 

調査を実施し、その結果を踏まえた周知を行うことにより、女性が必要な休暇を取得でき

るよう環境整備を進める。 

また、従業員等の健康管理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する企業を認定する健

康経営優良法人認定制度について、その前提となる健康経営度調査における女性の健康課

題に関する設問を充実させることで、情報開示の推進等を図り、女性の健康支援に取り組

む企業が社会において評価される仕組みづくりをより一層進める。 

さらに、男女ともに女性の健康に関する医学的・科学的な知識・情報を入手・理解・活

用する能力（ヘルスリテラシー）を高めることが重要である。国が率先して取り組むため、

国の職員を対象に、研修など様々な機会を通じて、こうした能力を高めるための情報を周

知する。【内閣官房、厚生労働省、経済産業省（、人事院）】 

 

③女性の健康に関する理解の増進等 

学校における健康教育の充実、教員の理解の促進等を図るため、各学校における産婦人

科医や助産師等の専門家の外部講師の活用を進める。また、月経随伴症状等の児童生徒の

健康状態把握のために、児童生徒の健康診断を実施する際の保健調査票の活用により、所

見を有する女子児童生徒に対する健康相談や保健指導の実施を進める。さらに、教員が児

童生徒の健康課題に対する基本的な理解を深められるよう、月経随伴症状等の女子児童生

徒の主な健康問題について、都道府県教育委員会等を通じて周知する。あわせて、児童生

徒が月経随伴症状等の身体・健康上の理由によりやむを得ず学校を欠席する場合において、

そのことのみをもって学習評価や入学者選抜において不利に取り扱われることのないよう

周知する。 

また、健康日本 21（第三次）に「女性の健康」が盛り込まれたことも踏まえ、女性の健

康に関する情報提供サイトの普及啓発を図るとともに、「女性の健康週間」の実施、ホーム

ページやＳＮＳ等の様々なコンテンツを活用した情報発信や、好事例の横展開を図る。【文

部科学省、厚生労働省】 

 

④「女性の健康」ナショナルセンターの創設 

 女性の心身の状態は、年代によって大きく変化するという特性があり、性差医療の視点

も持ちつつ、長期的、継続的かつ包括的な観点に立って健康の増進を支援することが必要

である。国立成育医療研究センターに「女性の健康」に関するナショナルセンターとして

の機能をもたせるとともに、全国の研究機関等の支援のため、我が国の女性の健康に関す

る研究の司令塔機能を構築する。また、「女性の健康」に関わる最新のエビデンスの収集・

情報提供ができる仕組みを構築する。【こども家庭庁、厚生労働省】 

 

⑤緊急避妊薬の利用に向けた検討 

 予期せぬ妊娠の可能性が生じた女性が、緊急避妊薬に関する専門の研修を受けた薬剤師

の十分な説明の上で対面で服用すること等を条件に、緊急避妊薬を処方箋なしに薬局で適

切に利用できるよう、薬の安全性を確保しつつ、当事者の目線に加え、幅広く健康支援の

視野に立って、課題や対応策の取りまとめに向け着実に検討を進める。【厚生労働省】 

 

⑥スポーツ分野の女性参画拡大 
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 女性アスリートが、健康かつ安心して競技スポーツを継続できる環境を整備することは

重要である。女性アスリートが健康に競技を継続できる環境の整備のため、女性が抱える

健康課題等を解決するためのプログラムの開発や相談体制の充実、妊娠・出産・育児等へ

のサポートなど、各ライフステージに応じた支援体制の整備に取り組む。さらに、公益財

団法人日本スポーツ協会（ＪＳＰＯ）が実施する公認スポーツ指導者資格の取得促進や女

性スポーツ指導に関するハンドブックの活用を通じた各種研修の充実等の取組への支援に

より、女性競技者の健康課題等への理解促進や、指導現場における暴力やハラスメント行

為の根絶を進める。 

また、スポーツを通じた女性の社会参画・活躍を促進する観点から、スポーツ団体にお

ける女性役員の育成支援の実施等により、スポーツ団体ガバナンスコードに基づく各中央

競技団体における女性理事の目標割合の設定及びその達成に向けた具体的な方策等の取組

の促進を図る。【文部科学省】 

 

（６）行政運営を補佐する合議体の委員構成における性別の偏りの解消 

 令和５年のＧ７においては、首脳会合と全ての大臣会合の議論において、ジェンダーの

視点が反映されたところであり、国内の政策決定過程においても、企画立案から執行に至

るまでのあらゆる段階において女性の参画を確保し、ジェンダーの視点を反映することが

重要である。既に、国の審議会等委員等に占める女性の割合については成果目標を定め、

性別の偏りの解消が進んでいることを踏まえ、これに加えて、予算の執行その他の行政運

営を補佐するため各行政機関において開催される複数の外部有識者が含まれるあらゆる合

議体（複数の外部有識者から個別に意見聴取を行い、それらの意見を総合的に参考とする

ような場合を含む。）においても、その外部有識者たる構成員に性別の偏りがないよう努め

ることとする。【全府省】 

 

（７）「女性・平和・安全保障（ＷＰＳ）」への取組強化 

 国内の関係省庁において、ＷＰＳ(Women, Peace and Security：女性・平和・安全保障）

担当官を明確に位置づけ、各国との協力を一層推進すると共に、「第３次女性・平和・安全

保障行動計画」に基づく取組を着実に実施していく。【外務省、関係府省】 

 

（８）夫婦の氏に関する具体的な制度の在り方 

 現在、身分証明書として使われるパスポート、マイナンバーカード、免許証、住民票、

印鑑登録証明書なども旧姓併記が認められており、旧姓の通称使用の運用は拡充されつつ

あるが、国・地方一体となった行政のデジタル化・各府省間のシステムの統一的な運用な

どにより、婚姻により改姓した人が不便さや不利益を感じることのないよう、引き続き旧

姓の通称使用の拡大やその周知に取り組む。【関係府省】 

婚姻後も仕事を続ける女性が大半となっていることなどを背景に、婚姻前の氏を引き続

き使えないことが婚姻後の生活の支障になっているとの声など国民の間に様々な意見があ

る。そのような状況も踏まえた上で、家族形態の変化及び生活様式の多様化、国民意識の

動向等も考慮し、夫婦の氏に関する具体的な制度の在り方に関し、戸籍制度と一体となっ

た夫婦同氏制度の歴史を踏まえ、また家族の一体感、こどもへの影響や最善の利益を考え

る視点も十分に考慮し、国民各層の意見や国会における議論の動向を注視しながら、司法
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の判断も踏まえ、更なる検討を進める。【法務省、関係府省】 

 

 


